
合計26件の付議案件を予定

【 条 例 関 係 等 】

議案
番号

件　名　及　び　内　容　 所管課

27
専決処分の承認を求めることについて
（有田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例）

保険年金課

【改正理由】
　地方税法施行令の一部改正に伴い、所要の改正をするものである。

【改正の主な内容】
  ・国保税の賦課限度額の引上げ
　　基礎課税額（医療分）　　　　　　　　　  65万円 （据え置き）
　　後期高齢者支援金等課税額（支援金分) 　　20万円　→　22万円
　　介護納付金課税額（介護分）　　　 　   　17万円 （据え置き）

　・国保税の軽減措置に係る軽減判定所得の基準額の見直し
　　５割軽減　基礎控除額（43万円）＋28万5千円
　　　　　　　→　基礎控除額（43万円）＋29万円
　　２割軽減　基礎控除額（43万円）＋52万円
　　　　　　　→　基礎控除額（43万円）＋53万5千円

　・新型コロナウイルス感染症による減免対象となる納期限の延長

【施行期日：令和５年４月１日】

28
専決処分の承認を求めることについて
 (有田市税条例の一部を改正する条例)

税務課

【改正理由】
　地方税法等の一部改正に伴い、所要の改正をするものである。

【改正の主な内容】
  ・住民税
　　森林環境税の導入
　・軽自動車税
　　環境性能割の特例の削除
　　種別割のグリーン化特例の適用期限を３年間延長
　
【施行期日：令和５年４月１日等】

30 組織改編に伴う関係条例の整備に関する条例 総務課

【改正及び廃止理由】
　組織改編に伴い、所要の整備をしようとするものである。

【改正等の主な内容】
  福祉課子ども係からこども課に再編され、市立病院が指定管理となったことに伴
い、条例３本の改正と２本の廃止をまとめて整備する。
　（改正）
　・有田市子ども・子育て会議条例の一部改正
　・有田市債権管理条例の一部改正
　・有田市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正
　（廃止）
　・有田市立病院事業管理者の給与等に関する条例
　・有田市立病院看護職員修学資金貸与条例
　
【施行期日：公布の日】

令和５年有田市議会６月定例会　議案一覧

【条例案件5件・予算案件2件・その他案件2件・人事案件14件・報告案件1件・諮問案件2件】　
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議案
番号

件　名　及　び　内　容　 所管課

31 有田市火災予防条例の一部を改正する条例 消防本部

【改正理由】
　対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条
例の制定に関する基準を定める省令等の一部改正に伴い、所要の改正をしようとす
るものである。

【改正の主な内容】
  ・急速充電設備はコネクター型であることに明確化されたことと、200kWの出力
  上限を撤廃
　・喫煙所の標識について、条例で定めるのものから国際基準化機構又は日本産
　業規格に適合するものに一本化
　
【施行期日：公布の日等】

32 有田市印鑑条例の一部を改正する条例 市民課

【改正理由】
　電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律の一部
改正に伴い、所要の改正をしようとするものである。

【改正の主な内容】
  個人番号カードに記録されていた電子証明書が新たに移動端末設備用としてス
マートフォンに搭載可能となることから、電子証明書を利用してコンビニ等で印鑑
証明書を交付する手続きを定めた規定ついて、スマートフォンを利用する場合を追
加する。
　
【施行期日：規則に委任】

34 公の施設の指定管理者の指定について 生涯学習課

【対象施設】
　有田市健康スポーツ公園

【指定する団体】
　有田市宮原町滝川原159番地
　ＢＩＧ ＳＭＩＬＥ ＣＯＭＭＵＮＩＴＹ
　代表者 古川 浩朗

【指定の期間】
　令和６年１月１日から令和10年３月31日まで

35 有田市立病院事業会計資本剰余金の処分及び資本金の額の減少について 経営企画課

　地方公営企業法第32条第３項及び第４項の規定により、令和４年度有田市立病院
事業会計資本剰余金の処分及び資本金の額を減少し、それぞれ利益剰余金に振り替
えることについて、議会の議決を求めるものである。

　減資の金額は、次のとおりです。

減資前の額 減資する額/振替額 減資後の額

5,062,666,712円 △3,772,384,960円 1,290,281,752円

資本剰余金 219,222,000円 △219,222,000円

利益剰余金 0円

（繰越欠損金）
△3,991,606,960円 3,991,606,960円

資本金

剰
余
金

2



議案
番号

件　名　及　び　内　容　 所管課

36 農業委員会の委員の任命について 総務課

　
 現委員・宮本 正弘 氏を引き続き任命することについて、議会の同意を求めるものである。

37 農業委員会の委員の任命について 総務課

 現委員・南村 昌己 氏を引き続き任命することについて、議会の同意を求めるものである。

38 農業委員会の委員の任命について 総務課

 現委員・宮尾 文也 氏を引き続き任命することについて、議会の同意を求めるものである。

39 農業委員会の委員の任命について 総務課

 上野山 隆仁 氏を任命することについて、議会の同意を求めるものである。

40 農業委員会の委員の任命について 総務課

 現委員・石井 健史 氏を引き続き任命することについて、議会の同意を求めるものである。

41 農業委員会の委員の任命について 総務課

 現委員・伊藤 彰敏 氏を引き続き任命することについて、議会の同意を求めるものである。

42 農業委員会の委員の任命について 総務課

 現委員・藤田 哲弘 氏を引き続き任命することについて、議会の同意を求めるものである。

43 農業委員会の委員の任命について 総務課

　
 現委員・川島 正典 氏を引き続き任命することについて、議会の同意を求めるものである。

44 農業委員会の委員の任命について 総務課

 宮井 義之 氏を任命することについて、議会の同意を求めるものである。

45 農業委員会の委員の任命について 総務課

 木村 眞理子 氏を任命することについて、議会の同意を求めるものである。

46 農業委員会の委員の任命について 総務課

 現委員・成川 行宏 氏を引き続き任命することについて、議会の同意を求めるものである。

47 農業委員会の委員の任命について 総務課

 現委員・田中 清美 氏を引き続き任命することについて、議会の同意を求めるものである。

48 農業委員会の委員の任命について 総務課

 現委員・酒井 淳三 氏を引き続き任命することについて、議会の同意を求めるものである。
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議案
番号

件　名　及　び　内　容　 所管課

49 農業委員会の委員の任命について 総務課

 現委員・九鬼 康二 氏を引き続き任命することについて、議会の同意を求めるものである。

諮問
第１号

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 総務課

 現委員・宮本 直樹 氏を引き続き推薦することについて議会の意見を求めるものである。

諮問
第２号

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 総務課

 上田 成浩 氏を推薦することについて議会の意見を求めるものである。
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令和５年６月定例会 補正予算案等の概要について 
 

■議案第 29号 令和５年度有田市一般会計補正予算（第１号）・専決 

 

    一般会計補正予算額    １億５,６８１万２千円を増額 
     補正後の予算総額  ２１３億８,６８１万２千円 
 

令和５年度補正予算を令和５年５月 10 日付けで専決処分しました。 

国において電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金に新たに低所得世帯支援枠

が創設され、また、物価高騰の影響を特に受ける低所得の子育て世帯に対する特別給付金の

支給が決定されたことから、それぞれの対象者へ早期に給付するための関係費用を計上して

います。 

財源内訳                               （単位：千円） 

 

◆電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事業 －福祉課－ 

１億１,１７３万９千円 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金の低所得世帯支援枠により、低所得世帯(住

民税均等割が非課税等の世帯)を対象に１世帯あたり３万円を給付します。 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金 1億 500 万円 

給付に係る事務費 673 万 9 千円  

 

◆子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 －こども課－       ４,５０７万３千円 

低所得の子育て世帯の生活を支援するため、児童扶養手当受給世帯及び住民税均等割が非課税

等の子育て世帯を対象に、児童１人あたり５万円を給付します。 

子育て世帯生活支援特別給付金 4,085 万円 

給付に係る事務費 422 万 3 千円  

補正額 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 

156,812 156,812     
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■議案第 33号 令和５年度有田市一般会計補正予算（第２号） 

    一般会計補正予算額    ７億９３２万３千円を増額 

     補正後の予算総額  ２２０億９,６１３万５千円 
 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰による影響を受けた市民生活を支援するため、国か

らの新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等を財源の一部として、地域活性化

にも繋がる商品券の配付や小中学生の修学旅行費負担軽減を実施するとともに、令和６年４

月開院予定の民間による産婦人科診療所に対する整備補助金などを計上しています。 

財源内訳                               （単位：千円） 

◆主な事業 

１．まちづくり推進事業 －経営企画課－             ２億８,４４１万１千円 

  糸我保育所跡地に令和６年４月開院予定の民間による産婦人科診療所への整備補助金で、園

庭に建築する入院棟及び近隣に設置する駐車場に対し、初期費用の一部を補助します。 

なお、財源は、ふるさと応援基金を活用します。 

  産婦人科診療所等整備事業費補助金：入院棟 2億 5,806 万 1 千円 駐車場 2,635 万円 

 

２．商工活性化事業 －産業振興課－               ２億７,１２１万４千円 

  エネルギー・食料品価格等の物価高騰による影響を受けた市民生活を支援するとともに、地

域経済の下支えを図るため、全市民１人につき 10,000 円分の商品券を各世帯に配付します。登

録された市内事業所・店舗で使用できるほか、そのうち 5,000 円分は登録された市内大型店舗

でも使用できます。なお、財源は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及びふ

るさと応援基金を活用します。 

  地域活性化商品券＠10,000 円×26,000 人＝2億 6,000 万円 

 配付に係る事務費 1,121 万 4 千円  

 

３．教育振興事業 －教育総務課－                  １,９４８万７千円 

  教育費などの負担が大きい子育て世帯を応援するため、有田市立小中学校に在籍、または、

その他の小中学校に有田市から通学する児童生徒の修学旅行参加費用を補助します。 

小学生１人あたり 30,000 円、中学生１人あたり 70,000 円を上限とし、その財源には新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及びふるさと応援基金を活用します。 

 

■その他  

 

 

補正額 
財 源 内 訳 

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 

709,323 106,827   477,936 124,560 

番号 件名 主な内容 

報第１号 
令和４年度有田市一般会計繰越明許費 

繰越計算書 

令和４年度内に支出が終わらなかった 12 件

について、地方自治法施行令の規定により翌

年度へ繰越した合計額 7億 4,147 万 1 千円及

びその財源内訳を報告します。 


